別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名: セルプ支援センター運営費補助金（単補） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2614）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：12,951千円（前年度予算額：9,601千円）
	要求内容


	１　要求の内容


障害福祉サービス事業所等が行う生産活動を支援するため、自主製品の販売機会の確保、製品開発の支援、作業等の受注に関する情報提供等を行う「岐阜県セルプ支援センター」を設置し、福祉的就労に従事する障がい者の支援を行う。

（１）主な事業内容

　 【販売・受注促進事業】
　　　①事業所に対する、授産製品の開発・販売に関する指導。

②福祉の森（展示即売会）の開催
　　　③県内各種イベントにおける授産製品の委託販売
　　　④ナイスハートフェア（集中レジ販売）の開催（年２回）

⑤日本昭和村、ＯＫＢ牧場等常設店舗における委託販売
　　　⑥販売促進会議の開催
　　　⑦記念品の受注

　　　⑧下請け作業のあっせん　
    　⑨出店イベント情報の提供（市町村イベント調査により）
　 【広報事業】
　　　①公共施設に設置したショーケースを活用し製品を展示（１２か所）
　　　②授産製品パンフレットの作成・配布
　　　③ホームページによる商品情報の提供
　　　④福祉だよりへの掲載（情報提供）
　　　⑤会員施設に対する情報提供
（２）事業主体　　社会福祉法人　岐阜県社会福祉協議会（セルプ支援センター）
	２　所要経費


（1） 補助金　12,951千円 
　　                                　                                     
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	9,601
	0
	0
	0
	     0
	     0
	      0
	      0
	9,601

	要求額
	12,951
	0
	0
	0
	     0
	     0
	      0
	      0
	12,951

	決定額
	12,951
	0
	0
	0
	     0
	     0
	      0
	      0
	12,951


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
平成25年度末までに就労継続支援施設数のうち、加入施設数割合100％を目指す。

1 加入施設数／②就労継続支援施設数
（就労継続支援Ａ型事業所＋就労継続支援Ｂ型事業所）＝100％


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	セルプ支援センター加入施設数割合
	0%
（H8）
	60.2％
(H22）
	53.2%
（H23）
	53.2%
（H23）
	100％
（H25）
	53.2％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成23年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　○販売・受注促進事業
　　　関係各者からの情報収集、提供を通し、授産事業のPR及び販路拡大・受注促進

　　を図り、平成23年度の授産製品の販売斡旋金額は、過去最高の12,684,044円と
なった。

　○広報活動

　　　「福祉だよりぎふ」への事業所紹介や、ぎふ清流国体・大会に向けた取組等を

　　紹介した。ホームページで、助成金や企業からの下請け作業発注などの情報を会
員施設向けに発信した。


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成24年度は、上記平成23年度と同様の取組を随時進めていくと同時に、ぎふ

清流国体・ぎふ清流大会向けた記念商品の企画開発など、自主製品の新たな展開に

も取り組み、これまでの事業に加え多様な業務に対応している。


	

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	平成２５年４月１日に施行される障害者優先調達推進法では、障害者就労施設等の責務として、供給する物品等の情報提供、質の向上、供給の円滑化に努めるものとされており、セルプ支援センターが持つ共同受注窓口等の必要性がより一層高まる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	セルプ支援センターが関わった斡旋金額は増加しており、十分な効果が得られている。

　平成9年

平成22年

平成23年

増加率

　金額（円）

件

金額（円）

件

金額（円）

H23/H22

販売斡旋額

　3,750,921

194

10,070,205

313

12,684,044

126％

受注斡旋額

　2,919,500

189

4,899,022

138

2,757,037

56％

合計

　6,670,421

383

14,969,227

377

15,441,081

103％



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	就労継続支援事業所の増加等に伴い業務内容が年々多種・多様化となっているが、必要最小限の人数で対応している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・ぎふ清流国体・ぎふ清流大会向け記念商品の商品開発、販売促進によって培われた

ノウハウの活用。
・セルプ支援センターの持つスケールメリットのより一層の強化。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

国体・大会で培ったノウハウを継続的に活用し、セルプ支援センターの持つスケールメリットを生かすために、事業所への授産製品の開発、販売に関する指導員を配置し、新商品の開発、販路拡大を積極的に行い、さらには事業所間の横の連携を促進することで、障がい福祉サービス事業所が行う生産活動を支援する。


